






















































































においては， 1970年代に Mnookinが，「子の最善の利益」 ("thebest inter-















































































































































































































































































































































































































































































表裁判例として次のものがある。①東京家審昭和 39年 12月14日(68), ②東
京高決昭和 40年 12月8日(69) (①の抗告審），③大阪家審昭和 43年 5月28
日(70), ④大阪高決昭和 43年 12月24日(71) (③の抗告審），⑤東京家審昭和
62年 3月31日(72)' ⑥横浜家審平成 8年4月30日(73), ⑦京都家審平成 17
年8月24日(74), ⑧大阪高決平成 18年 2月3日(75) (⑦の抗告審），⑨京都家
審平成 18年 3月31日(76), ⑩大阪家審平成 27年3月13日(77)' ⑪大阪家審





















































































































































































































































































































































































































































































































































































(1) ドイツ法においては，既に紹介した BGBの1626条， 1684条， 1685条，











(3) M. Coester, Das Kindeswohl als Rechtsbegriff. Die richterliche 




schaft, Arbeiten zur Rechtsvergleichung Vol.144, Frankfurt am Mein: 






(4) R.H. Mnookin, Child-Custody Adjudication: Judicial Functions in the 
Face of Indeterminacy, Law and Contemporary Problems Vol. 39: No. 3 
(1975), p. 226 (p. 267 etc.) Mnookinの主張はドイツにおいても広く認識さ
れ，彼の「子の福祉」基準をめぐる指摘が， ドイツ法においても当てはま
り，参照すべきであるとする学者もいた（例えばDiederichsen, FamRZ 
1978, s. 461, 468)。なお，後述するように， CoesterはMnookinの理論に
批判的である。
(5) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. lfを参照。
(6) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 5. 
(7) 交流の場面については例えばM.Coester, Das Kindeswohl als Rechts-
begriff, in: Buhler Schriften zum Familienrecht Band 4 [6. Familien-
gerichtstag - Ansprachen und Referate, Berichte und Ergebnisse der 
Arbeitskreise], Gieseking-Verlag Bielefeld 1985, S. 37, 親の配慮の剥奪に
ついては例えばStaudinger/Coester(2015), §1666 BGB Rn. 65££. 
(8) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 134。Coester(1983)は，この二つの





(9) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 135££; Coester (1985), a. a. 0. (7), S. 
35, 37£). Michael Coester, Inhalt und Funktionen des Begriffs der 
Kindeswohlgefahrdung -Erfordernis einer Neudefinition? in: V. Lipp/E. 
Schumann/B. Veit (Herg.) "Kindesschutz bei Kindeswohlgefahrdung" 






ester (1985), a. a. 0. (7), S. 37£ が興味深い。
(11) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 143££; Coester (1985), a. a. 0. (7), 
s. 35, 39££. 
(12) なお，手続方針としての「子の福祉」については，本稿では省略する
が， Coester (1985), a. a. 0. (7), S. 38-39 (及び渡邊・前掲（注3)911 
頁，佐々木・前掲（注 3)256頁）を参照されたい。
(13) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 163等参照。
(14) Coester, a. a. 0., S. 143££, 160. 
(15) Coester, a. a. 0., S. 161, 167££. 








も，裁判官にその判断のための方針を示しているとする (Coester,a. a. 0., 





(18) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 365, S. 143££. 
(19) Coester, a. a. 0., S. 165££, S. 365. 
(20) Coester, a. a. 0., S. 366. 
(21) Coester, a. a. 0., S. 368££. 
(22) Coester, a. a. 0., S. 373. 
(23) Coester, a. a. 0., S. 376. 
(24) Coester, a. a. 0., S. 382££. 
(25) Coester, a. a. 0., S. 381££. 
(26) Coester, a. a. 0., S. 392. 




(28) Coester, a. a. 0., S. 395-6. 
(29) Coester, a. a. 0., S. 411以下等を参照。さらに，多くの人が考えている
ことが必ずしも「正しい」とは限らないことは，言うまでもない（渡邊• 前
掲（注3)915頁を参照）。
(30) Coester, a. a. 0., S. 398. 
(31) Coester, a. a. 0., S. 425を参照。
(32) Coester, a. a. 0., S. 365, 410 usw. 
(33) Coester, a. a. 0., S. 419££. 
(34) Coester, a. a. 0., S. 419等を参照。
(35) Coester, a. a. 0., S. 398. 
(36) Coester, a. a. 0., S. 420 Fn. 306等を参照。
(37) Coester, a. a. 0., S. 422. 
(38) 「離婚家庭の子ども」を研究対象としたあらゆる研究の成果から，配慮
者の指定や交流といった極めて特殊的で限定された場面での法的判断におい. . . . . . . . 
て，その場面に適した有意義で正確な見解及び指針を得られるかというと，
必ずしもそうではない。
(39) Coester (1983), a. a. 0. (3), S. 426££. 
(40) Coester, a. a. 0., S. 427. 
(41) Coester, a. a. 0., S. 423££. 
(42) A. a. 0. 
(43) Coester, a. a. 0., S. 424. 
(44) A. a. 0. 
(45) Coester, a. a. 0., S. 423-424. 
(46) Coester, a. a. 0., S. 422. 
(47) Coester, a. a. 0., S. 426. 
(48) Coester, a. a. 0., S. 422. 


























(51) Coester, a. a. 0., S. 431££. 
(52) Coester, a. a. 0., S. 432. 
(53) Coester, a. a. 0., S. 433. 
(54) Coester, a. a. 0., S. 432. 
(55) Coester, a. a. 0., S. 385, S. 399££. 








Child Custody Revisited, 77 Law and Contemporary Problems 249-270 
(2014)及びElizabethS. Scott & Robert E. Emery, Gender Politics and 
Child Custody: The Puzzling Persistence of the Best-Interests Standard, 
77 Law and ContemporaryProblems 69-108 (2014) を参照されたい。












































戸時 579号4頁，善元・前掲（注 62), 榮春彦・綿貰義昌「面接交渉の具体
的形成と執行」野田愛子ほか編『新家族法実務大系 2』（新日本法規出版，
2008年） 333頁，横田昌紀ほか「面会交流審判例の実証的研究」判夕 1292
号 5 頁，細矢ほか• 前掲（注 64), 若林昌子「面会交流事件裁判例の動向と




れ去りの可能性， 4)子の拒否， 5)父母間の高葛藤， 6)同居親の再婚（又
は同居親の再婚相手と子との養子縁組の締結）等。
(67) なお， ドイツと同じように， 日本においても，面会交流の判断基準が明
確でないことは，法的安定性等の観点から望ましくないという指摘があった
（若林 (1992)・ 前掲（注 66)232, 243頁，若林 (2012)・ 前掲（注 66)408 
頁等）。
(68) 家月 17巻4号 55頁。
(69) 家月 18巻 7号 31頁。
(70) 家月 20巻 10号68頁。




(72) 家月 39巻 6号 58頁。本件では同居親が継親と内縁関係にある。
(73) 家月 49巻3号75頁。
(74) 家月 58巻 11号 56頁。
(75) 家月 58巻 11号47頁。
(76) 家月 58巻 11号62頁。














(78) 判夕 1435号 170頁。






















前掲（注64) 184 頁，横田ほか• 前掲（注 66)10頁による）。


































(91) 大分家中津支審昭和 51年 7月 22日家月 29巻 2号 108頁。
(92) 家月 42巻 8号 57頁。










































(101) 二宮周平『家族法〔第4版〕』（新世社， 2013年） 127頁。山田亮子








（明治学院大学） 44号 (2014年） 69頁において更なる例と継子の観点が記
載されており，参照されたい。
(103) 小池泰「AIDにおける子の出自を知る権利」法時87巻 11号 40頁，
中川良延「フランスの匿名出産と出自を知る権利一欧州人権裁判所判決
(2003年 2月13日・申立番号42326・98) の抄訳と解説」新しい家族 56号
98頁，二宮周平「子の出自を知る権利 (1), (2), (3・ 完）」戸時632号 2















(105) 細矢ほか・前掲（注 64)81頁，秋武・前掲（注 64)178頁。
(106) 野沢慎司「ステップファミリーをめぐる葛藤一潜在する 2つの家族モ














(110) 最判平成 26年 4月 14日民集 68巻 4号 279頁等。
(111) S. Nozawa, "Remarriage and stepfamilies," in: Stella Quah ed., The 
Ro叫 edgeHandbook of Families in Asia, (Routledge, 2015), p. 345. 
(112) 菊地真理「継母になるという経験ー結婚への期待と現実のギャップ」
家族研究年報30号49頁 (2005年）， S.Nozawa "The social context of 
emerging stepfamilies in Japan: Stress and support for parents and step-
parents, "in: Jan Pryor ed., The International Handbook of Stepfamilies, 









よる語りを紹介しながら」法政論究 91号 33頁，野沢＝菊地 (2014)・ 前掲
（注 102),S. Nozawa (2015), supra note 111, 野沢慎司「ステップファミ
リーの若年成人子が語る同居親との関係ー親の再婚への適応における重要





(113) Nozawa (2015), supra note 112, 野沢 (2008)・ 前掲（注 112), 菊地
(459) 
（法学2018) 82-4-95 
(2005)・ 前掲（注112), 野沢＝菊池 (2010)・ 前掲（注112), 野沢＝菊地
(2014)・ 前掲（注102)。
(114) 野沢 (2011)・ 前掲（注 106)90頁。
(115) 野沢 (2011)・ 前掲（注 106)89頁。







(118) 野沢＝菊地 (2014)・ 前掲（注102)。
(119) 野沢＝菊地 (2014)・ 前掲（注102),野沢 (2010)・ 前掲（注112)等
参照。






(121) Nozawa (2015), supra note 111 (p. 354), 野沢＝菊地 (2014)・ 前掲
（注 102),菊地 (2017)・ 前掲（注 112)133頁。
(122) 野沢＝菊地 (2014)・ 前掲（注102)83頁等。
(123) 野沢＝菊地 (2014)・ 前掲（注102)82頁等。



























(129) 細矢ほか・前掲（注 64) は，様々な児童心理学者や児童精神医学者等
の論文が，日本のこれまでの家事実務に与えた影響についてまとめる (15
頁以下。また，心理学等の知見に照らした面会交流の意義についての分析
は，細矢ほか 38 頁以下を参照）。更に，次注で挙げられている文~も参照。
(130) 例えば渡辺久子「子どもの本音・声を歪めない面会交流とは？一乳幼
児精神保健学からの警鐘」梶村太市＝長谷川京子編『子ども中心の面会交流
ーこころの発達臨床・裁判実務・法学研究・面会支援の領域から考える』
（日本加除出版， 2015年） 24頁，千田有紀「家族紛争と司法の役割一社会学
の立場から」梶村太市ほか『離婚後の子の監護と面会交流一子どもの心身の
健康な発達のために』（日本評論社， 2018年） 2頁，長谷川京子「『片親引き
離し／症候群』批判」（同書 102頁）等がある。
(461) 
（法学2018) 82-4-97 
